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Abstract 
A common problem in language policy is that there is a gap between policy makers and 
language users. Policy makers are not always familiar with the real language situation. On the 
other hand, users are not always aware of the broader implications of their language life. 
Because of its comprehensive framework including micro and macro dimensions, research using 
Language Management Theory (LMT) seems to be especially suited to fill this gap. But so far, 
little attention has been paid to the LMT research process itself. As one step to clarify the role of 
research in filling the gap, this paper examines the place of the researcher within LMT. 
Based on a research project on European integration at the German-Polish border, 
concrete examples are presented regarding how the researcher tries to convey findings of 
research on micro situations to decision makers of various macro levels. This paper argues that 
the researcher is neither simply an additional actor at a certain level of the field investigated, nor 
completely outside the field. Rather, through his/her research activities linking different levels, 
the researcher becomes part of the situation s/he investigates. The main claim of this paper is 
that it is useful to include the researcher in the analysis of management processes.   
1.	 はじめに	 
言語政策研究において，言語政策はしばしば言語の「自然な流れ」に対する「人為的な介入」
として構想されてきた．そして「自然な流れ」の研究は他の研究領域(たとえば「言語態度」や
「言語行動」の研究)にまかせて，言語政策研究はこの「人為的な介入」に関心を集中させてき
た．しかしこのように人間の言語活動を恣意的に分断することはそもそも言語理解として根本
的な問題をはらんでいるうえ(木村 2005)，現場の軽視は言語政策研究を実際の施策につなげる
ためにも有効ではないことが認識されつつある．そこで近年の言語政策研究では言語活動の現
場での「微視的言語計画」も注目されるようになっている(Kheng & Baldauf 2011)． 
本稿では，言語活動の現場を重視する代表的なアプローチである言語管理理論における現場
と施策の関係を検討する．そのうえで，ヨーロッパ統合の言語的側面に関する筆者の近年の調
査を例に，研究によって現場と立案側のギャップを埋める可能性を考えたい．その際，研究者
自身を，さまざまな主体をつなぐ役割を担う存在として明確に位置づけるべきではないか，と
いうのが本稿の主要な提起である．
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2.	 言語管理理論における単純管理と組織管理	 
まず言語管理理論の出発点をおさえておきたい．言語管理理論においては，言語活動は「産
出」(生成)と「管理」からなるものとして理解される．「産出」は典型的には発話をさすが，人
はただ話すだけではなく，話し方を調整したり訂正したりするメタ言語活動(産出にむけた活
動)をも行っている．これが「管理」である．管理を特殊で例外的な現象とみなすのではなく言
語活動の一環に位置づけたのが言語管理理論の出発点であるといえよう．
ここでは，本稿の主題にかかわる言語管理理論の特徴を三つあげたい．一つは，「主体の拡
大」である．言語管理理論では，管理の種類を談話ないし相互行為における「単純管理」(simple 
management)と，個々の場面をこえた「組織管理」(organized management)に区分している．ここ
でいう「組織管理」とは，組織(企図)された管理のことであるので，個人も自他の言語使用に
ついて組織管理を行うことができる．この組織管理のうち，組織による
．．．
管理(organizational 
management)が，通常理解されるところの「言語政策」である．つまり言語政策は幅広く行われ
る言語管理の諸形態のうちの一部として理解される．このように日常的な単純管理を含めて管
理主体を広くとらえることは，個人や現場を専ら言語政策の「受け手」としてとらえてきた従
来の言語政策研究の対極にある．言語使用者を客体化するまなざしが一般的な言語政策及び言
語政策研究の限界の根源にあるとすれば(木村 2011)，この言語管理理論の立脚点は革命的でさ
えある．
言語管理理論のもう一つの大きな特徴は，「現場にはじまり現場に終わる」視点をもつとい
うことである．言語管理理論の提唱者の一人ネウストプニーは次のように述べている．引用内
の「談話(discourse)」は「相互行為(interaction)」に置き換えてもよいだろう． 
「私が主張したいのは，いかなる言語計画の行為も談話において現れる言語問題の考慮か
らはじめるべきだということ，そして計画の過程は，問題の除去が談話において実現され
るまで完了したとみなしてはならないということである．」(Neustupný 1994: 50；木村訳) 
すなわち，具体的な場面でうかびあがる問題がその場をこえた次元で検討され，現場での変
革につながるという順序である．個々の場面をこえた組織された管理は，談話ないし相互行為
という微視的(ミクロ)なレベルの単純な管理の分析にもとづくべきであるという問題提起は依
然としてその先鋭さを失っていない．近年の言語管理研究では，このような完全なサイクルに
対して，その一部のみにとどまっているものを「部分的」ないし「断片的」なサイクルとして
いる(表１)2． 
表 1：ミクロ・マクロ管理サイクルの種類	 
完全なサイクル	 ミクロ→マクロ→ミクロ	 
部分的なサイクル	 １．マクロ→ミクロ	 
２．ミクロ→マクロ	 
断片的なサイクル	 １．マクロのみ	 
２．ミクロのみ	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 部分的なサイクルのうち，「マクロ→ミクロ」は立案者の発案が実行に移されるという，い
わば従来型の言語政策である．それに対して「ミクロ→マクロ」は，現場からの要求に対して
政策が提言されるものの実効性をもたない場合である．断片的なサイクルのうち，「マクロの
み」は，立案者の問題想定から生み出される実効性のない言語政策，「ミクロのみ」は，その
場での対処にとどまる大多数の単純管理を指す．実際の言語管理の多くは，このような部分的
ないし断片的なサイクルが少なくないと考えられる．
この各類型は研究にもあてはめることができる．現場における問題提起から政策の立案と実
行までを検証するのがもっとも包括的な研究であるのに対して，従来の言語政策研究の大きな
部分は，研究者が政策文書などを分析するといったタイプの「マクロのみ」ではないだろうか．
一方，現状では言語管理理論は主に微視的なレベルに適用されており，単純管理に関する考察
が詳細に展開されている反面，組織管理，とりわけ組織による
．．．
管理は十分にとりあげられてい
ない．言語管理研究は，巨視的な考察に偏った言語政策研究に対する対案として出されたもの
であったが，実際の研究は，具体的な談話に注目するあまり，逆に微視的な考察(「ミクロのみ」)
にとどまりがちで，大きな管理過程への接近が弱いという感が否めない(木村 2012)．すなわち
言語政策研究においては現場重視の傾向がみられるものの，言語政策研究はなかなか実際の談
話や相互行為にまで至らず，一方，言語管理研究はなかなか組織による政策の分析には至らな
い．研究にも依然としてギャップがみられるのである．
ここで，言語管理理論の３つめの特徴をとりあげたい．言語管理理論の中核を占めるのは，
管理の過程モデルであり，過程の分析において言語管理研究の本領が発揮されると考えられる．
従来，過程モデルは「I 留意   →   II 評価   →  III 調整  →  IV 実施」として理解されて
きた．しかしこの直線的な過程モデルは，政治学的な政策過程論や経営学のマネジメント・サ
イクルなど他領域において用いられてきた循環的な過程モデルとうまくかみあわない．そこで
木村(2011)およびその改訂版(Kimura 2014b)では，言語管理理論において用いられてきた上記の
各段階のあとに「(事後)評価」という段階を加えることによって、循環の可能性を予め組み込
んでとらえることを提案した(図１)．このことによって，言語管理の理論は政策評価を含む巨
視的な政策過程の分析にも，より適切に応用可能になる．これは，研究におけるミクロとマク
ロのギャップを埋めるための理論面での対処である3．  
図１：管理過程サイクル	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以上みてきたように，言語管理理論はミクロとマクロを包括的に視野にいれて両者をつなぎ
うる枠組みにふさわしい前提を備えている．しかし，研究によってレベル間のギャップを埋め
る可能性を考える場合，これまで十分に考えられてこなかった問題がある．それは，研究者の
位置づけである．ギャップを埋めようとする場合，研究者は言語管理の主体に含まれるのだろ
うか．それとも記述者としてそもそも管理過程の枠外にいるのだろうか.研究者は確かに必ずし
も研究対象となるミクロやマクロの言語管理を行う直接の当事者ではない.しかし研究者が無
色透明であるかのように考えるのもおかしい.調査・記述・成果発表という行為をもって，研究
者も研究対象となっているミクロ・マクロな状況の構成員となっているとみなすべきであろう. 
このような研究者の位置づけの特徴を考えるうえで，総合政策の観点から言語政策を考察す
る平高(2005)が参考になる．平高は，研究者が「つなぐ」役割をもっていると述べている．本
稿の課題にあてはめれば，異なるレベルの間をつなぐ存在として研究者の位置づけを考えるこ
とができる．つなぐ働きは研究者以外にも担いうるが，言語管理研究の観点からは，具体的な
データをもって繋ぐのが研究者固有の役割と考えられる4．しかし実は問題はそこからである．
日本の文脈での次のような指摘に耳を傾けたい． 
 
「調査対象となった地域やその住民に対して研究の成果が還元されていないという印象を
私どもは受けており，率直に言えば，少々いらだちを覚え始めています．調査報告書を刊行
すれば研究者としてのいっさいの責任は無くなるのでしょうか．」(NPO 法人 大泉国際教育
技術普及センター 外国人集住都市会議 in 豊田 2003/11/11 配付資料より) 
 
以下では，この提起をふまえて，これまで言語管理研究においてほとんど考察されてこなか
った研究成果の還元に関する研究者の働きについて，筆者の研究事例をもとに考えてみたい． 
 
3.	 ヨーロッパ統合の現場調査から：ドイツ・ポーランド国境における言
語問題理解のギャップと研究者の対処	 
 近年，言語政策研究において，「母語＋2 言語」という標語にみられるようなヨーロッパ連合
(EU)の多言語主義政策が注目されている(Rindler Schjerve & Vetter 2012)．しかし実際の言語使
用のあり方はどうなっているのだろうか．ヨーロッパ統合における言語のあり方を現場から考
察すべく，在外研究の機会を得て 2012 年から 2013 年にかけてドイツ・ポーランド国境の地域
に滞在した．オーダー・ナイセ川に沿った現在の国境は，1945 年，ポツダム会談によって決定
された．第二次世界大戦前の国境はもっと東にあったため，川の西側のドイツ人住民は突如自
分たちの町にやってきた国境に直面することになった．一方，ポーランド領になった川の東側
のドイツ人はドイツ領内に避難ないし追放され，跡地には，戦後ソ連領とされた地域から追放
され，あるいは他地域から移住してきたポーランド人が新たに住むことになった．それまで隣
人ではなかった人々が川を挟んで向き合うこの国境はヨーロッパでもっとも言語的に断絶し
た国境と言われた．戦後，東ドイツとポーランドは社会主義国同士として表面的には友好関係
にあったが，市民同士の自由な交流が生まれる状況ではなかった．それが社会主義圏の体制転
換とドイツ統一を経た 1990 年代以降，徐々に変わっていく．とりわけ EU 東方拡大(2004 年)
とそれに続くポーランドのシェンゲン協定域内化(2007 年)にともなって人の移動が自由化され
る中で，国境をこえた交流や協力が盛んになっている．それに対応する効果的な言語政策の必
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要性がとりわけ高い地域といえよう．2011 年 5 月に国境をこえた就労移動が自由化されるのを
前に同年１月，現地の政治・経済・文化・教育の各関係者が一致して出した「フランクフルト
宣言」は，この新しい状況に鑑みて第一に必要なことは「国境地域において言語障壁を克服す
るためのアイデアである」と述べている(Kimura 2014a)． 
しかし筆者が現地でたびたび目撃したのは，何が必要な言語政策であるのかに関する認識の
ギャップであった．その一つが，隣語教育の拡大を望む現地の企業や文化関係者と，現状で十
分とする州政府の見解のずれである．とりわけこれまでポーランド語教育があまり行われてこ
なかったドイツ側でポーランド語教育を強化することが議論の焦点となっている．国境をこえ
た地域の協力・一体化が，経済基盤の弱い国境地域の活性化に不可欠とみなす現地の声に対し
て，州の側からは，コミュニケーションをとるのは英語で十分ではないか，ポーランド語を加
えることは児童生徒に負担が大きすぎるのではないかという懸念が表明された．また教育関係
者の中から，ポーランド語教員が不足しているためポーランド語授業を増やすことができない
という意見が出されたのに対して，州政府はポーランド語教員の数は十分であるとの見解を出
している(Kimura 2013a)． 
このギャップに対して，ドイツ人とポーランド人の接触場面で実際にどのようにコミュニケ
ーションが行われるかを調査した筆者の研究からは，ドイツ人のポーランド語教育拡充への要
求を後押しするいくつかの要素が見出された．たとえば， 
・たとえポーランド人がドイツ語や英語を話すことができたとしても，ドイツ人がポーラン
ド語を学び使うことにはコミュニケーション上の効用がある．発話にポーランド語を少し
組み込むだけでも効果がある． 
・ドイツ人とポーランド人がそれぞれ母語を話す「受動的二言語使用」は，すでに実践例が
みられ，学習者・使用者の負担減少につながる． 
それぞれ具体例を一つずつあげよう5． 
  
例１  オーケストラ指揮者の指示より   [斜体がポーランド語] 
Das muss fortissimo, das ganze Orchester, as much as you can. Jeszcze raz. 
(ここはフォルティッシモ，オーケストラ全部，できるだけ.もう一度.) 
 
  これはドイツとポーランドの若者が共に構成する「ドイツ・ポーランド青年オーケストラ」
の練習におけるドイツ人指揮者の発話である．音楽用語のイタリア語を含めると 4 言語が連な
っている．この指揮者はドイツ語を基調として英語をも交えつつ，ポーランド語での定形表現
をも活用していた．このようなドイツ人のポーランド語使用はポーランド側から好意的に言及
されており，団員の一体感を高めるためにも貢献していると考えられる．  
 
例２  ポーランド側の観光名所についての会話より  
D:   Sind Sie auch mit dem Fahrrad? (あなたも自転車で行きましたか.)      
P:  Ja rowerem nie jeździłam, zawsze piechotą chodziła. 
   (私は自転車では行っていません.いつも歩いて行っていました.)... 
D:   Dort sind viele Fahrräder. (そこには自転車がたくさんありますよ.) 
P:   Tak, dużo, dużo.      (そうですね，たくさんたくさん.) 
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これは，独ポ協力に関する集まりでの，ポーランド語を解するドイツ人(D)とドイツ語を解す
るポーランド人(Ｐ)の会話の抜粋である.国境地域のドイツ人は，ポーランド語を学んだ場合で
も，なかなか自由に使いこなすレベルまで到達しないことが多い.またポーランド人は，多くが
学校でドイツ語を学んでいるものの，これも話すことに不自由を感じる人が少なくない.筆者の
現地調査では，ドイツ語は聞くとだいたいわかるが話すのが困難だということをポーランド人
からたびたび聞いた.そのように相手言語の限定された運用能力をもつドイツ人とポーランド
人が出会ったとき，このような相互乗り入れ型の受動的二言語使用(receptive bilingualism)が有
効性を発揮すると考えられる.受動的二言語使用は，類縁言語の間で注目されることが多いが，
双方に一定の相手言語能力がある場合，言語系統が異なる言語の間でも機能しうるといえよう. 
このような，現場での調査から得られた知見を記述して具体的に示すことが，研究者にでき
ること／期待されることの第一といえよう．客員研究員として所属していた，ドイツ・ポーラ
ンド国境の町フランクルフルト・アン・デア・オーダー市のヴィアドリナ・ヨーロッパ大学，
またポーランドの大学・研究機関においては成果報告を行う機会を与えられた．また主な知見
をまとめた論文を二言語で発表してきた(Kimura 2013b, 2014a, in press)． 
しかし，調査の過程で，筆者は，これらの学術的な発表や論文以外にも研究成果を還元して
ほしいという現地の人々からの期待・要請に向きあうこととなった．そこで，政策立案者向け
にはドイツ・ポーランド協会をとおしてドイツ・ポーランド教育協力会議(2013 年 6 月 17 日)
に資料提出を行ったほか，ドイツのポーランド語教員連盟機関誌への提言寄稿(2013 年 6 月，
Kimura 2013a)，現地の政策担当者を含めた公開報告会(2013 年 7 月 8 日)，また市民向けには新
聞インタビュー(ドイツ通信社 dpa 配信，2013 年 7 月 5-8 日ドイツ・ポーランド国境地域各紙に
掲載)やラジオ出演(ベルリン・ブランデンブルク・ラジオ rbb 放送，2013 年 7 月 15 日)，国境
地域の夏祭りのトークショーにおけるアピール(2013 年 7 月 13 日)などを行った．帰国後も，フ
ランクフルト市の広報誌(2014 年 5 月)やヴィアドリナ大学の言語教育センター・ウェブサイト
(2014 年 10 月)に自身の滞在中の見聞を紹介してきた(文末資料参照)． 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 図２：	 ミクロとマクロをつなぐ活動6 
	 
このような活動は，本来の研究(調査および学術的な発表)活動からすると副次的なものとし
て位置づけられやすい．しかし言語管理の観点からすると，研究者の調査およびその還元に関
＜マクロ＞ 
  － 行政のレベル 
  － 教育組織のレベル 
  － メディアのレベル 
  － 社会的組織のレベル 
  － 地域コミュニティのレベル 
   
 
＜ミクロ＞ 
  － 談話においてインターアクトする個々人のレベル 
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する活動自体，言語管理の一種として位置づけることができる．筆者の研究の中心は接触場面
においてみられるコミュニケーション方略であったが，調査結果をさまざまな主体にとりつぐ
活動は図２のように表すことができよう．実際は複数の管理過程からなる，このような情報提
供(研究成果の還元)の過程を言語管理の過程としてとらえると表２のようになる． 
 
表 2：研究者による情報提供の過程	 
I  留意 言語政策に関するギャップの存在 
II  評価 現場や当事者の事情が立案者や地域社会一般に伝わっていない 
III 調整 調査結果の整理 
IV 実施 各レベルへの情報提供 
V  事後評価 情報提供活動の検証 
 
レベル間に現状把握に関するギャップがあることが留意されたのに対して，研究者としての
筆者の評価は，現場やコミュニケーション当事者の実態がマクロな管理主体に十分伝わってい
ないということであった．そこで調査結果を整理して各レベルに異なる経路で情報提供を行っ
た．このような研究者による情報提供活動の検証としては，「ミクロ→マクロ」の接続は当初
の想定以上に行うことができたといえよう7．一方，それらの情報や提言が施策にどのように活
かされ，さらに「マクロ→ミクロ」に反映されるかは今後の課題として残されている．個々の
過程のより詳細な検討も今後の課題である． 
 
4．	 おわりに	 
 以上，本稿でみたように，言語管理理論は，レベル間のギャップを把握し，埋めるための有
効な枠組みとなりうる．それはとりわけ，言語政策研究のコペルニクス的転換ともいえる次の
ような 3 つの特徴とむすびついている． 
 
①主体の拡大：個人は「受け手」から「主体」へ  
②現場にはじまり現場に終わる 
③複数のレベルにおける過程への注目  
 
 しかしこれまでの言語管理研究は，ギャップを埋めることに十分な力を発揮してきたとはい
えない．それは研究者自身を明確に位置付けてこなかったことにも一因があるのではないだろ
うか．主体を拡大するなら研究者をも主体に加え，現場を重視するなら研究(および成果還元)
活動をも現場の一つとみなし，複数のレベルに注目するならレベル間をつなぐ研究者の働きを
も検証するのが論理的な帰結であろう．とりわけ，レベル間のギャップを埋めることを目指す
際は，言語管理の異なるレベルを架橋する研究者の働きをも研究対象の一環に加えることが，
言語管理理論に基づく言語政策研究を進めるうえでの今後の方向性として考えられる．これは，
「研究成果の社会還元」を研究のおまけ的な課外活動 (？) から研究活動の本業の中に統合す
る方向性と言いかえることもできよう．研究者の活動自体をも言語管理の過程の一環とみなし
て検証することは，より実効性のある研究活動につながるにちがいない8． 
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資料	 在外研究中の情報提供活動	 
 
Ⅰ 現地での報告 
28.8.2012  „Interlinguale Kommunikationsmöglichkeiten an der deutsch-polnischen Grenzregion“, 
Internationales Kolloquium ‚Global Summer and Language Use‘, Europa-Universität 
Viadrina, Frankfurt (Oder). 
26.1.2013  „Sprache als Barriere und Chance im Kontext der Arbeitnehmerfreizügigkeit – mit 
besonderer Berücksichtigung der deutsch-polnischen Grenzregion“, Forschungscolloquium 
‚Migration und Minderheiten’, Europa-Universität Viadrina, Frankfurt (Oder). 
6.6.2013  „Strategie komunikacji językowej na polsko-niemieckim pograniczu“, Instytut 
Językoznawstwa, Uniwersytet Adama Mickiewicza, Poznań. 
14.6.2013  „Mehrsprachigkeit in der deutsch-polnischen Grenzregion – Bilanz eines einjährigen 
Forschungsaufenthalts“, Forschungscolloquium Migration und Minderheiten, 
Europa-Universität Viadrina, Frankfurt (Oder). 
19.6.2013  „Dwujęzyczność na pograniczu polsko-niemieckim”, Instytut Śląski, Opole. 
8.7.2013   „Wie verständigt man sich an der deutsch-polnischen Grenze? - Es gibt mehr 
Möglichkeiten als man denkt“, Osteuropakolloquium, Collegium Polonicum, Słubice. 
13.7.2013  „Klasse Projekte - Gespräch über erfolgreiche, grenzüberschreitende Projekte in Frankfurt 
(Oder) und Słubice“, Frankfurt-Słubicer Bürgerempfang im Rahmen des HanseStadtFestes 
Bunter Hering & Swawolny Kogucik, Bühne am Holzmarkt, Organisator: 
Frankfurt-Słubicer Kooperationszentrum, Frankfurt (Oder). 
 
Ⅱ メディアへの寄稿・インタビュー等 
26.3.2013  „Tür zu einer neuen Welt. Ein japanischer Professor erforscht, wie Deutsche und Polen 
miteinander sprechen“, Märkische Oderzeitung. 
16.6.2013  „Deutsch-polnischer Bildungsausschuss berät über Sprachlernmobil Polski Express“,  
TRANSODRA online – Internetportal Deutsch-polnische Grenzregion.  
22.6.2013  „Opolskie da się lubić“, Radio Opole. 
26.6.2013  „Szukam u was doświadczeń“, Heimat / mała ojczyzna – Tygodnik Niemców na Śląsku 
Opolskim.   
3.7.2013   „Japański „Serb“ jo zasej how“, Nowy Casnik. 
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5.7.2013  „Nałožowanje rěčow přepytował“, Serbske Nowiny. 
5.7.2013   „Forscher aus Japan untersucht Sprachgebrauch an der Grenze“ [dpa] 
Berlin.de. Das offizielle Hauptstadtportal, Bild.de, Focus Online,T-Online.de, Die Welt.  
6.7.2013   „ ‚Es lohnt sich, Polnisch zu lernen‘– Was ein japanischer Wissenschaftler über den 
deutsch-polnischen Sprachgebrauch im Grenzgebiet erforscht hat“, Lausitzer Rundschau. 
[dpa]   
8.7.2013   „Sprachbarrieren im Kindesalter abbauen“, Nordkurier. [dpa] 
9.7.2013   „Zběra přikłady za wužitnosć serbšćiny”, Serbske Nowiny. 
15.7.2013  „Prof. Dr. Goro Christoph Kimura - Deutsch-polnische Verständigung an der Grenze“, rbb 
Inforadio. 
6.2014     Reden über die Doppelstadt X: Goro Christoph Kimura / Wypowiedzi o Dwumieście X: 
Goro Christoph Kimura, Newsletter 06/2014, Frankfurt-Słubicer Kooperationszentrum • 
Słubicko-Frankfurckie Centrum Kooperacji, 4-6. 
10.2014   Wie ein Tamagotchi - ein Interview mit Prof. Goro Christoph Kimura, Sprachenzentrum, 
Europa-Universität Viadrina. 
1 本稿は 2014 年 6 月 7 日，日本言語政策学会第 16 回大会におけるシンポジウム「ボトムアッ
プの言語政策研究―立案側と現場のギャップを埋めるために―」における発題に基づいている.
企画・司会者の村岡英裕氏，討論者のサウクエン・ファン氏をはじめ当日コメント・質問をく
ださった諸氏，また助言をいただいたリサ・フェアブラザー氏に感謝している.  
2 Nekvapil 2009:6-7 に基づく .ただしネクヴァピルはこのサイクルを単に「管理サイクル」
(management cycle)と呼んでいるが，後述の過程モデルのサイクル (管理過程サイクル 
management process cycle)と区別するため，「ミクロ・マクロ管理サイクル」 (micro-macro 
management cycle)と呼んだ方がよいだろう(Kimura 2014:260) 
3 フェアブラザー・相川(2014)では，この修正モデルをマクロに特化したものとして分類して
いる.確かにマクロにも
．．
あてはまることがこの提案の主な動機であるが，「事後評価」はミクロ
にも適用可能な汎用的な段階として構想されている(Kimura 2014b).言語管理理論ウェブサイト
の管理過程の説明 http://languagemanagement.ff.cuni.cz/en/process も参照。 
4 研究者にできることの一般的な一覧としてはネウストプニー1999 参照. 
5 より詳しい検討は Kimura, in press で行っている. 
6 言語管理のレベルはネウストプニー 1997: 29-30 に基づいて本稿の内容に合わせて改変した. 
7 研究計画では，論文２点を執筆し現地報告会を行う，とのみ記していた. 
8 言語管理研究では，利害関心(インタレスト)の考察が重視されるが，研究者自身の利害関心
も問われることになろう.これは今後の課題としたい. 
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